
今後の対応方針案について

滋賀県健康医療福祉部

令和６年８月５日（月）

資料３

1



継続して実施する取組・予定している取組・ひっ迫時に実施する取組

区分 新型コロナウイルス感染症対策の具体的な取組内容

継続して
実施する取組

○ 情報収集・分析／サーベイランス

・定点把握による発生動向調査

・入院基幹定点サーベイランス

・ゲノムサーベイランス（変異株監視）

・救急搬送困難事案の状況調査（大津市消防局）

・保健所、県感染制御ネットワーク、県内医療機関等へのヒアリング

○情報提供・共有、リスクコミュニケーション

・しらせる滋賀情報サービスによる「県感染症発生動向調査週報」の県民の方への発信

・県HPによる受診・相談先の広報

◆医療機関・薬局の公的検索システム「医療情報ネット（ナビイ）」

◆小児救急電話相談♯8000

◆厚生労働省新型コロナウイルス感染症電話相談窓口

◆滋賀県新型コロナウイルスワクチン専門相談窓口 等

・「滋賀県 夏の感染対策」による県民の方への注意喚起＜別添１＞
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継続して実施する取組・予定している取組・ひっ迫時に実施する取組

区分 新型コロナウイルス感染症対策の具体的な取組内容

予定している
取組

○医療機関への感染拡大に備えた通知文発出＜別添２＞
・今夏の感染拡大への注意喚起、広く一般的な医療機関における外来・入院診療への協力依頼
・入院の目安（医療機関の役割分担）の再周知
・高齢者施設等から連携の求めがあった場合は、可能な限り協議に応じるよう協力依頼 等

○高齢者施設・障害者施設等への感染拡大に備えた通知文発出＜別添３＞
・今夏の感染拡大への注意喚起、感染対策として重要なポイントの再周知
・入院の目安（医療機関の役割分担）の情報共有
・感染対策向上加算の取得等による医療機関との連携体制の強化依頼 等

○県民の方への追加の広報周知
・抗原定性検査キットや解熱鎮痛薬の用意、検査結果の証明書類や診断書目的の受診控え 等

○高齢者・障害者施設への一般研修・感染制御リーダー研修の実施（Shiga HAI-net）＜別添４＞

○医療機関等情報支援システム（G-MIS）※の活用による入院患者数の把握の検討
・厚生労働省による入力項目の見直し後、感染状況や医療機関の負担等を勘案し、活用の要否を検討
※新型コロナ患者の受入可能病床数や入院患者数を医療機関が毎日入力し、入院・転院の調整等に活用するシステム

ひっ迫時に
実施する取組

○知事から県民の方へのメッセージの発信

○病院協会協力による重症コロナ患者等調整フローの再開の検討＜別添５＞
・これまでの最大の入院患者数（令和５年１月）と同程度の感染動向が見込まれる場合、重症患者数や
救急搬送困難事案の状況等も考慮し、病院協会と協議した上で実施の要否を検討
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入院治療が必要な患者
施設・自宅等で
療養が可能な

患者

患者の
状態

ICUでの治療または
人工呼吸器での管理が
必要な患者又は持病等で
高度治療が必要な患者
（重症患者）

呼吸不全があり、
酸素投与が必要な患者
又は持病等で入院治療が
必要な患者
（中等症Ⅱ患者）

【既に入院中の患者】
持病等の治療のため入
院治療継続が必要な
患者
（中等症Ⅰ・軽症患者）

左記以外の
患者

担当する
医療機関
の特徴

＜急性期病院＞
救命救急センターを有する
医療機関の他、ICU等で高
度治療が可能な医療機関
等

＜準急性期病院＞
救急告示病院で、一般病床
で感染管理を行い、酸素投
与が可能な医療機関

＜回復期病院等＞
療養病床等を持つ医療
機関で、療養病床で感
染管理を実施する医療
機関等（左記を除く）

診療所等（例）
・第1種感染症指定医療機関
・第2種感染症指定医療機関
・第1種協定指定医療機関
（重症者対応を行う病院）

等

（例）
・第2種感染症指定医療機関
・第1種協定指定医療機関
（流行初期対応を行う病院）

等

（例）
・第1種協定指定医療機関
（左記を除く）
・その他の病院・有床診療所

（参考）
5類移行前
のコロナ時
の担当
医療機関

重症患者を受け入れていた
医療機関

重点医療機関として、酸素
投与必要な患者を対応して
いた医療機関

5類移行前のコロナ
受け入れ医療機関等

診療所等

5類移行後の新型コロナウイルス感染症患者の療養先の目安・医療機関の役割分担

※予防的入院・隔離目的入院は原則行わない。 4


